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PC 箱桁橋の定着部近傍への 

Zn カートリッジ工法の適用 
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   供用中の高速道路の PC 箱桁橋において，桁内に配置された排水管損傷部からの凍結防止剤を含む漏水に起因した塩害

劣化が顕在化している．しかし，補修の際に箱桁内部は狭隘であり資機材搬入の制約も大きいなど施工性が悪い．特に

PC 定着部においては応力集中箇所のため，鉄筋裏までのはつりを伴う断面修復が困難であることから補修事例が少なく

損傷度に応じた補修方法が標準化されていない． 
PC 箱桁橋内空部の漏水による塩害が生じた PC 定着部を対象に，陽極材の取替が可能であり，当該箇所のように小規

模の補修範囲に対して施工性，維持管理が容易な工法のひとつとして Zn カートリッジ工法が選定された．また，腐食抑

制効果の指標となる鋼材の電位変化量のモニタリング用のセンサーとして，チタンワイヤーセンサーを 4箇所設置した． 
Zn カートリッジ工法の施工から 9 ヵ月にわたる電位変化量の測定結果は，全てのセンサー位置にて Zn カートリッジ

工法の腐食抑制の目安の 25～50mV を上回るとともに，定着部背面では電気防食による防食基準のレベルである 100mV
以上の電位変化量が得られており，本工法による腐食抑制効果が認められた． 

構造物および Zn カートリッジ工法の概要 
   １．構造物の概要 
試験施工対象のPC連続箱桁橋は，山陽自動車道の5径間連続ラーメン

箱桁で橋長600mを超える長大橋でありディビダーク工法により架設さ

れ，供用後30年が経過している．試験施工を実施した箇所は，写真-1に
示すように排水管接続部からの漏水により下床版上面を流下し，PC定着

突起部周辺に滞水することにより表面のかぶり鉄筋が腐食しコンクリー

トの浮き・はく離が見受けられた箇所である．コアを採取し塩化物含有

量試験を実施したところ，表面の全塩分量が約17 kg/m3であり，深度

50mmで4.9kg/m3，70mmで2.4kg/m3であった．なお，PC鋼材定着部の

鋼材配置は，表面から135mmの位置にPC鋼棒φ32が，かぶり鉄筋

（D13）が100～200mm間隔で配置されている状況であり，PC鋼材は腐

食に至っていないが，表面の鉄筋は腐食が進行し，周辺部はコンクリー

トの浮き・剥離が生じていた． 
 
２．Zn カートリッジ工法の施工 

Zn カートリッジ工法は，非硬化型のバックフィル，直径 110mm 厚さ

5mm 防食亜鉛からなる流電陽極材をコンクリート表面に取り付けて鋼材

と接続することで鋼材腐食を抑制する．今回は，陽極材の取替が可能で

あり，当該箇所のように小規模の補修範囲に対して施工性，維持管理が

容易な工法として本工法が選定された． 
Zn カートリッジの設置は，電位変化量が 25～50mV 程度以上を確保す

ることを目的に標準ピッチ 500mm で配置し，合計で 74 個の陽極材を設

置した．施工後の電気化学的測定による腐食抑制の効果をモニタリング

するため，鋼材電位のモニタリングセンサーとしてチタンワイヤーセン

サーをシース，定着部，鉄筋位置に合計 4箇所設置した．施工後の状況を

写真-2 に示す． 
 
３．施工後のモニタリング 
施工後の腐食抑制効果を評価するため，電気化学的補修工法の腐食抑

制の指標となる電位変化量の測定を行った．測定結果を図-1 に示す．こ

こで，電位変化量はインスタントオフ電位と通電停止から 24 時間後の電

位（自然電位）の差とした． 
Zn カートリッジ設置から 9 ヵ月にわたる電位変化量の測定結果は，全

てのセンサー位置にて腐食抑制の目安の 25～50mV を上回るとともに，定着部背面では電気防食による防食基準のレベ

ルである 100mV 以上の電位変化量が得られており，本工法による腐食抑制効果が認められた． 
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写真-1 補修前の状況 

 
写真-2 補修後の状況 

 
図-1 電位変化量の測定結果 
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   耐荷性能が低下した既設 PCT 桁橋の外ケーブル補強において，下フランジ定着式の鋼製ブラケットの定着体としての

適用妥当性を確認する試験をおこなった． 鋼製ブラケットと主桁は無収縮モルタルを介して接合されており，接合部は

外ケーブルのプレストレス力によって作用する接合面のせん断力に対して，横方向に設置した PC 鋼棒のプレストレス力

で抵抗する摩擦接合構造である．既設 PCT 桁橋の外ケーブル補強概要を図-1，ブラケット接合部の詳細を図-2 に示す． 
一般的に鋼板とコンクリート間の摩擦係数は 0.5 とされているが，亜鉛めっき鋼板と無収縮モルタル間の摩擦係数は，

これよりも低い可能性があったため，設計で考慮する摩擦係数の妥当性を確認することとした． 

 

試験結果 

 
 

  １． 試験概要 
1.1 試験体概要 
試験体の概要を図-3 に示す．試験体は鋼製ブラケットと同様にコの字

形状とし，PC 鋼棒φ32（SBPR930/1180）へ導入するプレストレス力は

560kN（0.75Py）とした． 
1.2 載荷及び計測方法 

無収縮モルタルの底面に密着させた支圧プレートをブラケットのサイ

ドプレートの内側から油圧ジャッキで押し上げ，ブラケットと無収縮モ

ルタル境界部の滑動挙動を各測点に設置した変位計を用いて確認した． 
1.3 試験荷重の設定 
試験荷重は，鋼板とコンクリート間と同様の摩擦係数μ＝0.5 が保証さ

れる 280kN とした．また，載荷試験の最大載荷荷重は試験の安全性を考

慮して，摩擦係数μ＝0.6 が保証される 340kN とした． 
 

２．試験結果 
載荷荷重に対するブラケットと無収縮モルタルの相対変位の推移を図

-4，試験荷重と相対変位の関係を表-1 に示す．相対変位は 200kN 載荷

時点まで動きはなく，200kN～340kN にかけて 0.1mm 生じたものの持

続的な荷重増進が確認された．「PC 桁の補強設計・施工要領（案）」

（平成 6 年 2 月，首都高速道路公団保全施設部）において，横締め PC
鋼材で固定したブラケットの静的載荷試験結果および水平変位の推移

（図-4 緑線）が示されているが，滑動開始の判断は 0.1mm 程度の微少

なズレが発生した時点ではなく，載荷試験によって得られた終局荷重

（相対変位の増大とともに載荷荷重が低下した時点の荷重）を滑動開始

点（図-4 点▲）としていることから，本試験の滑動開始点は載荷試験の

最大載荷荷重 340kN 以降に生じると考えられる．したがって，亜鉛め

っき鋼板と無収縮モルタル間はμ＝0.6 の摩擦係数が保証されると考え

られる． 
 

３．設計への適用 
 今回の試験より，本摩擦接合を用いた定着構造の設計において，鋼製

ブラケットと無収縮モルタルの界面の摩擦係数に，一般的に鋼板とコン

クリート間の摩擦係数として用いる「μ＝0.5」を適用することは可能

と考えられる．また，実構造物へ適用するにあたり，滑動に対する安全

率に「3.0」を採用し，横締め PC 鋼棒の荷重を設定することとした． 
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図-1 外ケーブル補強概要 

 
図-2 接合部詳細 

  

図-3 試験体概要 

 最大載荷荷重
（摩擦係数μ＝0.6）

340 551.9 0.11

 試験荷重
（摩擦係数μ＝0.5）

280 552.5 0.06

PC鋼棒φ32
（SBPR930/1180）

荷重
(kN)

導入プレス
トレス(kN)

相対変位
(mm)

左右平均 左右平均

図-4 ブラケットとモルタルの相対変位 

表-1 試験荷重と相対変位の関係 

技報　第 21号（2023 年）

12

052421_P02-35.indd   12052421_P02-35.indd   12 2023/09/15   13:46:282023/09/15   13:46:28


